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序章 
 

 法人等による寄附の不当な勧誘の防止等に関する法律(令和４年法律第 105

号)（以下「不当寄附勧誘防止法」又は「法」という。）は、法人等からの寄附の

勧誘を受ける者の保護を図ることを目的として令和４年 12 月 10 日に成立し、

同年 12 月 16 日に公布された。そして、一部の規定を除いて令和５年１月５日

に施行され、禁止行為の一部や行政措置、罰則に関する規定 1については同年４

月１日に、禁止行為及び取消権の一部の規定 2についても同年６月１日に施行さ

れ、同日をもって全ての規定が施行された。 

法附則第５条では、「政府は、この法律の施行後二年を目途として、この法律

の規定の施行の状況及び経済社会情勢の変化を勘案し、この法律の規定につい

て検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。」と規定さ

れているところ、令和７年６月１日をもって法の全面施行から２年が経過した

ことから、消費者庁において、本報告書のとおり、同規定に係る検討を行った。 
 
 その結果、法の全面施行から２年を経過した現時点（令和７年９月 18日現在）

において、法改正すべき立法事実は認められなかったが、今後、相当程度の期間

における事案の蓄積状況を注視し、その内容によって、必要に応じて検討してい

くこととする。また、法の執行及び周知・啓発に関して、更なる充実を図ってい

くこととする。 
 本報告書は、その検討過程と内容を明らかにするものである。 
 
検討に当たっては、まず、法附則第５条の「この法律の規定の施行の状況」を

勘案するため、議論の前提として法のあらましを総覧した上で（本報告書第２

章）、法の厳正な運用のためには法の周知・啓発が重要であることから、その状

況についてもまとめるとともに（第３章）、寄附に関する情報の受付状況及び嫌

疑情報に対する調査の状況について、施行から２年間の総括を行った（第４章及

び第５章）。関連して、違法情報を看過しないための補完的な取組についても振

り返りを行った（第６章）。 

 
1 法第 5 条、第 2 章第 3 節、第 6 章 
2 法第 4 条第 3 号及び第 4 号、第 8 条(第 4 条第 3 号及び第 4 号に係る部分に限る。) 
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また、法附則第５条の「経済社会情勢の変化」を勘案するため、不当寄附勧誘

防止法等に関する裁判例等の調査・整理・分析並びに不当寄附勧誘防止法の施行

及び寄附勧誘に関する意識調査を実施した（第８章）。 

さらに、参議院の附帯決議 3において、「法人等による寄附の不当な勧誘の防

止等に関する法律附則第五条の検討に当たっては、国会における審議において

実効性に課題が示された点について検討し、必要な措置を講ずること。その際、

不当な勧誘行為による被害者、被害対策に携わる弁護士等関係者を含む多様な

者の意見を聴取しつつ、検討を進めること。」とされたことを踏まえ、消費者庁

において、多様な方々を対象に法に関する意見聴取を実施した（第７章）。 
これらを踏まえ、寄附の勧誘等に関する優れた知見を有する有識者からなる

会議において、これらの結果を踏まえて検討に係る助言を受けるべく、不当寄附

勧誘防止法執行アドバイザー4を構成員とする「法人等による寄附の不当な勧誘

の防止等に関する法律附則第５条に係る不当寄附勧誘防止法執行アドバイザー

会議」を開催した（第１章）。 
 
本報告書では、分かりやすさの観点から、検討過程全体を総覧して総括的な議

論を行った「法人等による寄附の不当な勧誘の防止等に関する法律附則第５条

に係る不当寄附勧誘防止法執行アドバイザー会議」からの意見を第１章に記載

した上で、同会議における議論の基礎資料を第２章から第８章で収録している。 
 

  

 
3 https://www.sangiin.go.jp/japanese/gianjoho/ketsugi/210/f421_121001.pdf  
4 参考資料３－１及び参考資料３－２参照。 

https://www.sangiin.go.jp/japanese/gianjoho/ketsugi/210/f421_121001.pdf



